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参考４ 現行制度の活用事例 

➊集約換地 

 従来型の 

集約換地 

 

集約換地の

特例 

（高度利用

推進区） 

【事例：福岡県飯塚市 飯塚本町東地区】 

⚫ 施行面積：約 0.7ha 

⚫ 施行者：飯塚市 

⚫ 施行期間：H24～H28 年度 

⚫ 合算減歩率：14.9％ 

（公共減歩率：14.9％、 

保留地減歩率：0％） 

⚫ 当該地を含む中心商店街で

は、商業環境の変化に伴う活

力の低下、平成 20 年に発生し

た火災による空洞化が進行。

市の中核事業として、低未利

用地・既存店舗の再編、集合

住宅の整備、子育て支援施設

の設置等を実施し、まちの賑

わい再生を図っている。 

⚫ 高度利用推進区を設定し、申

出換地により集合住宅用地を

創出。優良建築物等整備事業

で建物整備（分譲マンション） 

 

 従来型の 

集約換地 

 

集約換地の

特例 

(高度利用推

進区) 

 

【事例：福岡県福岡市 渡辺通駅北地区】 

⚫ 施行面積：約 2.5ha 

⚫ 施行者：都市再生機構 

⚫ 施行時期：H17～H22 年度 

⚫ 合算減歩率：27.5％ 

（公共減歩：22.2％、 

保留地減歩：5.3％） 

⚫ 高度利用推進区を設定し、 

土地を集約、任意の共同化。 

病院を誘致の他、 

宿泊施設や事務所等、業務機能 

を中心とした拠点を形成。 

 

 

 

出典：福岡市 HP  
渡辺通駅北⼟地区画整理事業 

出典：飯塚市 HP 

独立行政法人都市再生機構九州支社 HP 

高度利用 

推進区 

高度利用 

推進区 

高度利用 

推進区 
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 従来型の 

集約換地 

 

集約換地の

特例 

(市街地再開

発事業区) 

 

【事例：京都府京都市 太秦東部地区】 

⚫ 施行面積：約 5.3ha 

⚫ 施行者：京都市 

⚫ 施行時期：H14～H26 年度 

⚫ 合算減歩率：22.97％ 

（公共減歩率：22.97％、 

保留地減歩率：0％） 

⚫ 市街地再開発事業区（約 0.9ha）を設定し市街地再開発事業と一体的施

行。市街地再開発事業地では住宅、店舗、公共公益施設を整備。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 従来型の 

集約換地 

 

集約換地の

特例 

(市街地再開

発事業区) 

 

【事例：滋賀県大津市 大津駅西第一地区】 

⚫ 施行面積：約 3.2ha 

⚫ 施行者：大津市 

⚫ 施行時期：H19 年度～ 

⚫ 合算減歩率：13.6％（公共減歩率：13.6％、保留地減歩率：0％） 

⚫ 市街地再開発事業区を設定し、市街地再開発事業と一体的施行。 

市街地再開発事業地では住宅、店舗公園を整備。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：大津市 HP 大津駅西第一地区⼟地区画整備事業 

http://www.city.kyoto.lg.jp/kensetu/page/0000004330.html 1/2 

出典：京都市 HP 太秦東部地区⼟地区画整備事業 

http://www.city.kyoto.lg.jp/kensetu/page/0000004330.html 1/2 

市街地再開

発事業区 

市街地再開

発事業区 

駅前広場 
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 従来型の 

集約換地 

 

任意の集約

換地 

【事例：北海道富良野市 富良野駅前地区】 

⚫ 施行面積：約 4.2ha 

⚫ 施行者：富良野市 

⚫ 施行期間：H14～H21 年度 

⚫ 合算減歩率：8.1％（公共減歩率：8.1％、保留地減歩率：0％） 

⚫ 申出換地の内容もしくは特徴：区を定めず市街地再開発事業と一体的

施行。任意集約による一体的施行を実施。市街地再開発事業地では住

宅、店舗、中心街活性化センターを整備。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：富良野市 HP 富良野駅前地区⼟地区画整理事業 

http://www.city.kyoto.lg.jp/kensetu/page/0000004330.html 1/2 

集約換地 

駅前広場 
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➋ 敷地整序型土地区画整理事業、飛び施行地区など「柔らかい区画整理」等 

 敷地整序型 【事例：東京都港区 南青山二丁目地区】 

⚫ 施行面積：約 0.33ha 

⚫ 施行者：個人同意施行 

⚫ 施行期間：H11~H13 年度 

⚫ 合算減歩率：1.12％（公共減歩率：1.12％、保留地減歩率：0％） 

※保留地減歩を設けず、地権者の負担金で事業を実施。 

⚫ 敷地の入れ替え、青空駐車場の集約化により、権利者の意向に対応し

た市場性の高い建築物の整備のための土地を創出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大街区化 

敷地整序型 

【事例：東京都台東区 御徒町駅南口西地区】 

⚫ 施行面積：約 1.1ha 

⚫ 施行者：御徒町駅南口西地区土地区画整理組合 

⚫ 施行期間：H18～H22 年度 

⚫ 減歩率：0％ 

⚫ 公共用地（区画道路）の集約化と地区計画（地区施設）で担保した民地

の活用により、公共減歩を伴わず駅前広場機能を確保。 

 
 

出典：国⼟交通省資料 
多様で柔軟な市街地整備手法について 

駅前広場 
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 大街区化 

敷地整序型 

【事例：大阪府大阪市北区 梅田新道地区】 

⚫ 施行面積：約 0.2ha 

⚫ 施行者：個人施行 

⚫ 施行期間：H17～H19 年度 

⚫ 減歩率：0.08％ 

⚫ 露天神社の参道となっていた市道を隔て⼆街区に跨る第一生命所有地

を敷地整序型土地区画整理事業により、市道を付け替えてひとつの街

区として一体化。総合設計制度を併用して敷地の高度利用を実現。 

 

⚫ 設計・施工者が『敷地整序型土地区画整理事業』

による敷地の一体化を提案し、事業の認可⼿続

きから施行期間中の事業推進、および建物完成

後の事業完了⼿続きまでの施行者の業務を総

合的にサポート。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：竹中工務店 HP/梅新第⼀⽣命ビルディング 
大阪市 HP/⼟地区画整理事業等の換地確定図 

出典：一般財団法人都市みらい推進機構 HP/多様なまちづくり事例 
   御徒町 HP 

＜駅前広場＞ 

＜公開空地＞ 
参道機能を通り抜けの
公開空地により安全で
快適な祝祭空間として
確保 

公開空地 
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 敷地整序型 

飛び施行 

地区 

 

【事例：鹿児島県鹿児島市 中町土地区画整理事業】 

⚫ 施行面積：約 1.2ha 

⚫ 施行者：個人施行 

⚫ 施行期間：H19～H22 年度 

⚫ 減歩率：0％ 

⚫ 市道を廃止し、飛び地への市有地としての換地、街区の再編により、

中心市街地の核となる商業機能の集積を図る土地を創出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国⼟交通省 HP 
「多様で柔軟な市街地整備手法」 
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 小規模連鎖

型土地区画

整理事業 

【事例：東京都江戸川区 篠崎駅西部地区】 

⚫ 施行面積：約 15ha 

⚫ 施行者：江戸川区 

⚫ 都市計画決定：昭和 44 年 5 月 8 日 

⚫ ミニ開発による密集市街地、青空駐車場、小規模事業所などが混在、 

街区により状況が異なるため合意の得られた街区から順次事業化。 

篠崎駅西部 連鎖型土

地区画整理事業 

施行地区 

面積

(ha) 
事業決定 換地処分公告 事業年度 

駅前

街区 

篠崎町七丁目 

20・21番 
1.39 H17年 2月 H22年 10月 H16～H27年 

二班 
篠崎町七丁目 

4･5･8･9番 
3.47 H17年 9月 H21年 8月 H17～H31年 

上四 
上篠崎四丁目 

22番 
0.53 H18年 6月 H21年 7月 H18～H26年 

4期 

篠崎町七丁目 

2･3・10･11番、 

篠崎町八丁目 

12番 

5.14 H23年 4月 H29年 10月 H23～H34年 

○駅前街区 

⚫ 公共施設整備のため、区画整理によ

り敷地を集約し、当該事業および西

口広場の用地（500 ㎡）を生み出し

た。 

⚫ 公益的施設整備のため、70 年間の

定期借地により事業用地を確保。 

⚫ 商業施設や集合住宅などの民間施

設整備、駅西口・駅前広場の新設、

地下駐輪場および図書館などの公

共施設整備を行った。 

○⼆班街区 

⚫ 行き止まり私道の突き当たりの家

屋だけを移転し、私道と私道を結ぶ

道路整備により、行き止まり道路を

解消、2 方向避難路の確保。 

⚫ 4m 私道は公道に置換え、4m 未満

私道は、公平性の観点から区画整理

では拡幅せず、建替えの際に地権者

負担で順次セットバック。 

○上四街区 

⚫ 平均宅地面積が 45 ㎡程度と狭い状

況であることから、住環境改善のた

め共同化住宅を前提とした整備。 

⚫ 高度利用推進区制度を活用し、18 名の地権者の共同化の敷地を集約換地。 

 

 

 

 

 

出典：江戸川区 HP 篠崎駅西

部地区⼟地区画整理事業 

上四地区 

二班地区 

4 期地区 駅前地区 

検討中 
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 柔軟な換地

による連鎖

型土地区画

整理事業 

【事例：東京都千代田区 大手町】 

⚫ 施行面積：約 17.4ha 

⚫ 施行者：独立行政法人都市再生機構 

⚫ 施行期間：H18 年度～ 

⚫ 高度利用推進区・土地利用に応じて高度利用推進区を複数設定し、連

鎖して市街地再開発事業を事業化 

⚫ 第 1 次再開発事業 施行者：有限会社大⼿町開発 

⚫ 第 2 次再開発事業 施行者：独立行政法人都市再生機構（代表施行者）   

三菱地所株式会社（共同施行者） 

⚫ 第 3 次再開発事業 施行者：三菱地所株式会社 

⚫ 第４次再開発事業 施行者：独立行政法人都市再生機構（代表施行者）  

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社 

（共同施行者）

 
 

施行地区 
面積
(ha) 

施行認可 事業年度 

第１次 
大手町一丁目地区 第一
種市街地再開発事業 

約 1.3 H18年 11月 H18～H25年 

第２次 
大手町一丁目第 2 地区 
第一種市街地再開発事業 

約 1.4 H18年 11月 H20～H28年 

第３次 
大手町一丁目第 3 地区 
第一種市街地再開発事業 

約 1.1 H25年 11月 H25～H29年 

第４次 
大手町二丁目常盤橋地区
第一種市街地再開発事業 

約 2.0 H28年 9月 H25～H30年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：ＵＲ都市機構 HP 大手町連鎖型都市再生プロジェクト 
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➌ 低未利用土地権利設定等促進計画などスポンジ化対策手法 

 利用権交換 【事例：福井県福井市「新栄テラス」】 

⚫ 事業主体：民営駐車場事業者及び市 

⚫ 商店街地区内の民営駐車場と地区外の市営駐輪場との権利を交換（相

互に賃貸借契約を締結）し、当該民営駐車場の低未利用地を広場化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用権集約 【事例：長野県長野市「ぱてぃお大門」】 

⚫ 事業主体：株式会社まちづくり長野 

⚫ 複数の地権者が所有する空き家の敷地、空き地、民営駐車場の土地に

賃借権を一体的に設定。空き家をリノベーションするとともに、敷地

一体を交流広場として供用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国⼟交通省：都市のスポンジ化対策 

（低未利用⼟地権利設定等促進計画・立地誘導促進施設協定）活用スタディ集 

出典：国⼟交通省：都市のスポンジ化対策 

（低未利用⼟地権利設定等促進計画・立地誘導促進施設協定）活用スタディ集 
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 区画再編 【事例：山形県鶴岡市「ランドバンク事業」】 

⚫ 事業主体：ＮＰＯつるおかランドバンク 

⚫ 空き家、空き地を活用した小規模連鎖型の区画再編事業 

⚫ 空き家の除去・更地化 

⚫ 隣地居住者による当該土地の取得（駐車場利用） 

⚫ 当該土地と私道の一部を等価交換 

⚫ 私道の改良と市道の拡幅等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：山形県鶴岡市「ランドバンク事業」 

１） の家屋を従前の所有者が解体・除却

２） が の⼟地を購入

３） の一部と私道の一部を等価交換

４）私道の改良（直線化、幅員4m確保）

５） が⼟地の一部を市に提供し市道を拡幅

６) が を購入し、子供世帯の住宅を建築

７） の家屋を従前の所有者が解体・除却

８） が を購入し、駐車場を整備

１

Ｂ １

１

Ｂ

Ｂ 空き地

２

Ａ ２

＜ランドバンクによるコーディネート＞

Afte【 】 

【 Befo】 
Ａ 

２ 

1 Ｂ 


